


















































































た，同法 2条 1項 1号に該当する氏名，生年月日その他の記述等により特定
の個人を識別できるものについては，識別できなくなるように氏名，生年月
日その他の記述等を削除したもの（復元できる規則性を有しない方法で他の

























































































































































































































































る優越的地位の濫用（同法 2条 9項 5号）への該当性が問題となっている。
216　　比較法学 54巻 1号
から対価として取得する個人情報等とは別に，追加的に個人情報等を提供さ
せた場合（①）
・プラットフォーマー E社が，利用目的を「商品の販売」と特定し，当該利
用目的を消費者に示して取得した個人情報を，消費者の同意を得ることなく
「ターゲッティング広告」に利用した場合（②）
・プラットフォーマー F社が，サービスを利用する消費者から取得した個人
情報を，消費者の同意を得ることなく第三者に提供した場合（②）
・プラットフォーマー G社が，個人情報の安全管理のために必要かつ適切な
措置を講じずに，サービスを利用させ，個人情報を利用した場合（②）
　プラットフォーマーを対象とする規制は，EUが先行し，既に一般データ保
護規則（GDPR）の運用を開始している。これに対し日本では，独占禁止法に
よる規制を根拠に，諸外国の動きに追いつくことを目指しているものとみられ
る。
　公取案が正式な「考え方」即ち独占禁止法の運用基準として正式にガイドラ
イン化された場合，以降，プラットフォーマーがこれに違反した場合，当然で
あるが，排除措置命令（同法49条参照），課徴金納付命令（同法62条参照）の
対象となり得る。
第 4　まとめ
　日本においては，個人情報保護法を頂点とする法令及びガイドライン等並び
に個人情報保護委員会の活動等を通じて，個人情報の保護が図られているが，
現在のようなプラットフォーマーのネット環境での寡占力に対する規制では，
EUの一般データ保護規則（GDPR）等の規制に比べ，後れを取っている感が
否めない。今後は，独占禁止法による規制も適用しながら，個人情報の不公正
な取引を制限していく必要があるものとみられる。
